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本委員会は，令和３年８月 26 日，市長から「消防団員の報酬等の見直

しについて」の諮問を受け，以下の資料を参考とし，狛江市消防団（以下

「消防団」という。）に属する狛江市消防団員（以下「団員」という。）

の出動手当について，令和３年４月 13 日付け消防地第 171 号「消防団員の

報酬等の基準の策定等について（消防庁長官通知）」に示された非常勤消

防団員の報酬等の基準（以下「基準」という。）を踏まえ，２回にわたり

会議を開催し，狛江市消防団本部（以下「消防団本部」という。）との意

見交換を交えながら慎重に審議を尽くした。以下の結論をもって,本委員会

の答申とする。

参考資料

・「消防団員の報酬等の基準の策定等について（令和３年４月 13 日付け

消防地第 171 号消防庁長官通知）」

結論

「消防団員の報酬等の見直しについて」は，消防団本部と意見交換を行

った結果，国から示された基準を踏まえ，消防団員の処遇の改善を図る観

点から，台風・地震等の大規模災害が生じた際の出動にあたっては，従来

の火災・水難救助等の通常災害とは別に新たに設けるとともに，その額は

基準が定める標準額以上の額とする必要があると考える。

また,従来の火災・水難救助等の通常災害や，訓練・特別警戒等の災害

以外の出動手当額については，市，消防委員会，消防団本部で十分な意見

交換を行いながら，定めてきた経緯がある。

また，現行の出動手当額は，この度の諮問を受け，基準の標準額と比較

して業務の負荷や活動時間等を勘案しても，均衡がとれていることから増

減の必要はないと考えるが，出動手当（費用弁償扱い）から出動報酬（報

酬扱い）に改めることで課税が生じる場合には，手取りの支給額が下がる

ことから，消防団員の処遇の改善を図る趣旨に鑑み，課税額相当分の額を

現行の手当額に加えることが適当である。

消防団員の出動手当の見直し時期について，消防団の運営の根幹に係る

重要な事項であることから，早期の対応が必要であると考え，任期替えが

ある令和４年４月１日からが適当であることを申し添える。












